
運用報告書
（全体版）

作成対象期間　第６期
（2023年９月30日～2024年９月30日）

管理会社
ルクセンブルク三菱UFJ
インベスターサービス銀行S.A.

代行協会員
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社

受益者のみなさまへ

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。
マルチ・ストラテジーズ・トラスト－ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラ
テジー（以下「ファンド」といいます。）は、このたび、第6期の決算を行いました。
ここに、運用状況をご報告申し上げます。
今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。

マルチ・ストラテジーズ・トラスト －

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー
米ドル（年１回）クラス／円ヘッジ（年１回）クラス
ケイマン諸島籍　オープン・エンド契約型　公募外国投資信託



　ファンドの仕組みは、以下のとおりです。

ファンド形態 ケイマン籍オープン・エンド契約型公募外国投資信託

信託期間 信託証書の締結日である2018年11月19日の150年後まで

繰上償還 以下の事由のいずれかが発生した場合、ファンドは終了することがあります。
1.�受託会社および管理会社が共同で決議した場合
2.�ファンドの継続もしくはトラストの他の法域への移動が違法となった、または管理会社もしくは受託会社の意見に
おいて、実行不可能、不適当もしくは受益者の利益に反する場合
3.�受益者がファンド決議で終了を決定した場合
4.�信託証書の締結日に開始し、当該日付の150年後に終了する期間が終了した場合
5.�受託会社が退任の意思を書面で通知した場合、または受託会社が強制清算もしくは任意清算に置かれ、かつ
受託会社に代わり受託会社の地位を受諾する用意のある他の法人が、当該通知もしくは清算に置かれた時点
から90日以内に任命されない場合
6.�管理会社が退任の意思を書面で通知した場合、または管理会社が強制清算もしくは任意清算に置かれ、かつ
管理会社に代わり管理会社の地位を受諾する用意のある他の法人が、当該通知もしくは清算に置かれた時点
から90日以内に任命されない場合
また、以下の強制買戻事由が発生した場合、全ての受益者への関連する最終買戻日の少なくとも60暦日前までに
事前通知を行った上で、強制的に買い戻されます。
ⅰ	�各評価日におけるファンドの米ドル（年1回）クラスおよび円ヘッジ（年1回）クラスに帰属する純資産総額が、
10,000,000米ドルもしくはそれ以下であり、管理会社が全ての受益証券を強制的に買い戻すべきと決定
した場合

ⅱ	�受託会社および管理会社が、全ての受益証券が強制的に買い戻されることに同意した場合

運用方針 ファンドの投資目的は、米国の金融商品取引所に上場されている企業の株式を主要投資対象とし、現物株式の
買建（ロング・ポジション）と売建（ショート・ポジション）を組み合わせたロング＆ショート戦略による運用を行う
ことで、長期的に信託財産の成長を目指すことです。

主要投資対象 米国の金融商品取引所に上場されている企業の株式を主要投資対象とし、現物株式の買建（ロング・ポジション）と
売建（ショート・ポジション）を組み合わせたロング＆ショート戦略のファンドです。

ファンドの運用
方法

投資手法
◦�個別銘柄の評価は、財務の健全性や業績動向、事業の成長性、株価の割安度、流動性等に係るファンダメンタルズ
分析、クオンツ分析に基づき行います。
◦�株価の上昇が期待できる銘柄をロング・ポジション、株価の下落が予想される銘柄をショート・ポジションとし、
投資制約等を勘案し、ポートフォリオを構築します。
◦�ファンドは、資金動向、市況動向、その他特殊な状況等によって、上記のような運用ができない場合があります。
運用プロセス

投資対象ユニバース
米国大型株指数採用の大型株1,000銘柄

銘柄候補

200～250銘柄程度に分散投資

銘柄のファンダメンタルズ・リサーチおよびクオンツ・リサーチ

魅力的なファンダメンタルズ、バリュエーション、カタリストを伴った企業の選別
ボトムアップアプローチ

※上記プロセスは、今後変更になる可能性がございます。



主な投資制限 ◦�空売りされる有価証券の時価総額は、ファンドの純資産総額を超えることはできません。
◦�ファンドの純資産額の10％を超えて、借入れを行うことはできません。ただし、合併等の特別かつ緊急の状況に
おいて、一時的に10％を超える場合はこの限りではありません。
◦�ファンドおよび管理会社の運用するすべての投資信託による保有が、一発行会社の議決権の総数の50％を
超えることとなるような場合において、当該発行会社の株式投資を行うことはできません。かかる制限は、投資
信託に対する投資には適用されません。
◦�ファンドは、私募株式、非上場株式または不動産等、流動性に欠ける資産に対しその純資産の15％を超えて
投資しません。ただし、日本証券業協会が定める外国投資信託受益証券の選別基準（臨時改訂または変更される
ことがあります。）（外国証券の取引に関する規則）によって必要とされるとおり、価格の透明性を確保する方法が
取られている場合はこの限りではありません。
◦�日本証券業協会の規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよび
デリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則としてそれぞれ10％、合計で
20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、日本証券業協会の規則に従い当該比率
以内となるよう調整を行います。

分配方針 原則として、インカム等収益および売買益等から、受託会社が受益証券１口当たり純資産価格の水準等を勘案して
分配を行います。ただし、分配対象額が少額の場合には分配を行わないことがあります。また、投資元本の一部から
収益の分配を行う場合があります。
将来の分配金の支払いおよびその金額について示唆、保証するものではありません。
◦�毎年10月20日を「分配日」（ファンド休日の場合は、翌ファンド営業日）とします。
◦�分配日の前ファンド営業日が「分配基準日（ファンド休日の場合は、前ファンド営業日）」となります。
◦�分配金は、分配日から起算して6ファンド営業日以降に海外で支払われます。
（注1）	 �「分配日」は毎年10月20日（当該日がファンド営業日でない場合には、翌ファンド営業日）または受託会社が決定する

その他の日をいいます。
（注2）	�ファンド営業日とは、「ニューヨーク、東京、ルクセンブルクおよびダブリンの銀行が営業を行っている日であり、

かつ、ニューヨーク証券取引所および東京証券取引所が取引を行っている日（または受託会社が随時決定する
その他の日）」
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■当期の１口当たり純資産価格等の推移について

Ⅰ． 運用の経過等

 （１） 当期の運用の経過および今後の運用方針

（注1）�騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとみなして算出しています。以下同じです。
（注2）�1口当たり分配金額は、税引前の分配金額を記載しています。以下同じです。
（注3）�分配金再投資1口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時に再投資したとみなして算出したもので、運用の実質的なパフォーマンスを

示すものです。以下同じです。
（注4）�分配金再投資1口当たり純資産価格は、第5期末の１口当たり純資産価格を起点として計算しています。
（注5）�購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注6）�ファンドにベンチマークおよび参考指数は設定されていません。

■１口当たり純資産価格の主な変動要因

　当期の米国株式市場は、インフレ見通し、それに伴う米連邦準備理事会（FRB）の金融政策を巡り上下する展開となりまし
たが、前期末から上昇しました。その結果、当期は、ロング・ポジションを中心に収益を獲得し、1口当たり純資産価格は上昇し
ました。

米ドル（年１回）クラス

第5期末の１口当たり純資産価格：
11,364円

第6期末の１口当たり純資産価格：
13,116円

（分配金額：0円）
騰落率：

15.42％

円ヘッジ（年１回）クラス

第5期末の１口当たり純資産価格：
12.66米ドル

第6期末の１口当たり純資産価格：
15.51米ドル

（分配金額：0米ドル）
騰落率：

22.51％

0

10

20

50

40

70

60

80

10.0

15.0

14.0

13.0

18.0

17.0

（米ドル） （百万米ドル）

30

12.0

11.0

16.0

2024年
9月30日

2024年
6月30日

2024年
3月31日

2023年
12月31日

2023年
9月29日

1口当たり純資産価格（左軸）
純資産総額（右軸）

分配金再投資１口当たり純資産価格（左軸）

7,000

11,000

12,000

13,000

15,000

14,000

（円） （億円）

10,000

9,000

8,000

0

10

20

30

40

50

60

70

80

2024年
9月30日

2024年
6月30日

2024年
3月31日

2023年
12月31日

2023年
9月29日

1口当たり純資産価格（左軸）
純資産総額（右軸）

分配金再投資１口当たり純資産価格（左軸）



―　2　―

■分配金について

米ドル（年１回）クラス
　当期中の分配金は0米ドルでした。

円ヘッジ（年１回）クラス
　当期中の分配金は0円でした。

■投資環境およびポートフォリオについて

投資環境について
　期初、インフレ継続による高金利環境の長期化がFRBにより示唆されたことで、米国株式市場は下落しまし

たが、その後、インフレ指標に低下がみられ、2024年前半の利下げ期待が市場で高まると、米国株式市場は上昇

に転じました。その後も、発表された経済指標は堅調なものが続き、市場では景気のソフトランディング期待

が高まり、米国株式市場は上昇を続け、主要株式指数は史上最高値を更新しました。

　2024年4月に入ると、インフレの高止まり及び強い経済指標の結果を受け、金融政策の変更が行われなかっ

たことから米国債利回りは上昇し、それを受けて米国株式市場は下落しましたが、翌月には、消費者物価指数

（CPI）が低下し、インフレの緩和が示されたことで、スタグフレーション懸念が後退したことに加え、2024年中

に少なくとも一回のFRBによる利下げが行われるとの期待が市場で高まると米国株式市場は再び上昇に転じ

ました。

　期末にかけては、2024年9月にFRBが市場予想を上回る0.5％の利下げを行うと、米国経済のソフトランディ

ング期待が市場で高まり、主要株価指数は史上最高値を更新しました。

ポートフォリオについて
2023年9月30日～2023年10月31日

　生活必需品、公益事業、不動産セクターのロング・ポジションがマイナスに寄与する等して、マイナスのリ

ターンとなりました。

2023年11月1日～2023年11月30日

　情報技術、金融、コミュニケーション・サービス・セクターのロング・ポジションがプラスに寄与する等し

て、プラスのリターンとなりました。

2023年12月1日～2023年12月31日

　素材、不動産セクターのロング・ポジションがプラスに寄与する等して、プラスのリターンとなりました。

2024年1月1日から2024年1月31日

　ヘルスケア・セクター等のロング・ポジションや一般消費財・サービス・セクター等のショート・ポジショ

ンがプラスに寄与する等して、プラスのリターンとなりました。

2024年2月1日から2024年2月29日

　情報技術、コミュニケーション・サービス、ヘルスケア・セクターのロング・ポジションを中心に収益を獲

得し、プラスのリターンとなりました。

2024年3月1日から2024年3月31日

　情報技術と金融セクター等のロング・ポジションを中心に収益を獲得し、プラスのリターンとなりました。

2024年4月1日から2024年4月30日

　情報技術および不動産セクター等のロング・ポジションを中心に損失が出て、マイナスのリターンとなり

ました。
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2024年5月1日から2024年5月31日

　資本財・サービス等のロング・ポジションを中心に収益をあげ、プラスのリターンとなりました。

2024年6月1日から2024年6月30日

　情報技術セクターと一般消費財・サービス・セクターのロング・ポジションを中心に収益をあげ、プラスの

リターンとなりました。

2024年7月1日から2024年7月31日

　ヘルスケアや情報技術セクター等のショート・ポジションで損失が発生し、マイナスのリターンとなりま

した。

2024年8月1日から2024年8月31日

　ヘルスケア、金融、コミュニケーション・サービス・セクターのロング・ポジションを中心に収益をあげ、プ

ラスのリターンとなりました。

2024年9月1日から2024年9月30日

　情報技術や一般消費財セクター等のロング・ポジションを中心に収益をあげ、プラスのリターンとなりま

した。

※リターンは米ドルベースに基づくものです。
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■投資の対象とする有価証券の主な銘柄

　当期末現在における有価証券の主な銘柄については、後記「Ⅲ．ファンドの経理状況 （３）投資有価証券明細

表等」をご参照ください。

■今後の運用方針

　米国の経済成長は過去のトレンドを下回るペースまで緩やかになると予想される中、今後数か月間で雇用

の伸びはさらに鈍化するとみられ、失業率は現状見通しよりも上昇するリスクがあると考えられます。インフ

レはピークを迎えたとみられますが、中央銀行の2025年の目標対比では依然として高い水準にとどまるもの

とみられます。その一方で、今後はインフレの上昇リスクよりも成長率の下振れリスクに金融政策の焦点が当

てられると思われます。このような環境下では、しっかりとしたボトムアップ・リサーチに基づく慎重な銘柄

選択、保守的なポートフォリオ構築に支えられた柔軟な投資アプローチが機能するものと考えられます。ポジ

ションの選定では、利益の伸びと収益性を重視しており、これらの改善が期待できる企業をロング・ポジショ

ン、業績の低迷や厳しい状況にある企業をショート・ポジションとして対応していく方針です。
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 （２） 費用の明細

項目 項目の概要

管理会社報酬 ファンドの資産の管理、受益証券の発行・買戻し
業務の対価 年率0.05％

受託会社報酬 ファンドの受託業務の対価 年率0.01％
※ �受託会社報酬の最低年額は10,000米ドルです。

投資運用会社報酬 ファンドに関する資産運用業務および管理会社
代行サービス業務の対価 年率0.22％

副投資運用
会社報酬 ファンドに関する資産運用業務の対価 年率0.75％

保管会社報酬 ファンドの資産の保管業務の対価
年率0.02％（米国市場）
※ �保有資産の評価額に対しての年率。保管会社報酬は最低年間
18,000米ドルです。なお、トランザクション報酬として、20米ドル
が必要です。

管理事務代行報酬 ファンドの登録・名義書換代行業務、管理事務
代行業務の対価

・1億米ドルまでの部分に対して
　 …年率0.07％
・1億米ドル超5億米ドルまでの部分に対して
　 …年率0.065%
・5億米ドル超の部分に対して
　 …年率0.06％
※ �管理事務代行報酬の最低年額は、当初1年間は18,000米ドル、
2年目以降は36,000米ドルです。

販売報酬
受益証券の販売・買戻し業務、運用報告等各種
書類の送付、販売会社における受益者の口座
内でのファンドの管理の対価

年率0.70％

代行協会員報酬
ファンド証券の（1口当たりの）純資産価格の
公表業務、目論見書、決算報告書等の販売会社
への交付業務等の対価

年率0.05％

その他費用・
手数料
（当期）

監査報酬、配当金費用、弁護士報酬、その他の
報酬 0.84％

（注）�各報酬については、目論見書に定められている料率または金額を記しています。「その他の費用・手数料（当期）」には運用状況等により変動するものや
実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で除して100を乗じた比率を表示していますが、
実際の比率とは異なります。
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Ⅱ．直近10期の運用実績 
 

（１）純資産の推移 

 下記会計年度末および第６会計年度中の各月末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

 
＜米ドル（年１回）クラス＞ 

  純資産総額 １口当たり純資産価格 

  米ドル 百万円 米ドル 円 

 第１会計年度末 
（2019年９月末日） 

31,564,827.17 4,875 10.27 1,586 

 第２会計年度末 
（2020年９月末日） 

23,713,474.17 3,662 10.00 1,544 

 
第３会計年度末 

（2021年９月末日） 31,937,562.88 4,932 12.57 1,941 

 
第４会計年度末 

（2022年９月末日） 19,491,295.39 3,010 11.04 1,705 

 
第５会計年度末 

（2023年９月末日） 
13,130,316.73 2,028 12.66 1,955 

 
第６会計年度末 

（2024年９月末日） 
17,627,149.31 2,722 15.51 2,395 

 2023年10月末日 12,850,217.60 1,984 12.51 1,932 

 11月末日 12,911,312.04 1,994 13.33 2,059 

 12月末日 13,022,571.02 2,011 13.69 2,114 

 2024年１月末日 13,249,081.07 2,046 13.93 2,151 

 ２月末日 12,784,552.77 1,974 14.39 2,222 

 ３月末日 13,135,693.07 2,029 14.85 2,293 

 ４月末日 12,640,390.98 1,952 14.40 2,224 

 ５月末日 15,037,642.50 2,322 14.74 2,276 

 ６月末日 17,852,728.77 2,757 15.27 2,358 

 ７月末日 17,510,219.77 2,704 15.10 2,332 

 ８月末日 17,704,773.05 2,734 15.27 2,358 

 ９月末日 17,627,149.31 2,722 15.51 2,395 

（注１）米ドルの円貨換算は、2025年１月31日現在の株式会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝

154.43円）によります。以下同じです。 

（注２）第１会計年度は、2018年11月19日に開始し、2019年９月30日に終了しました。 

（注３）各年度の会計年度末（９月末日）の純資産総額および１口当たり純資産価格は、評価日当日における取引分を計上

していないため、計上の上算出した財務書類の値とは異なる場合があります。以下同じです。 
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＜円ヘッジ（年１回）クラス＞ 

  純資産総額 １口当たり純資産価格 

  円 円 

 
第１会計年度末 

（2019年９月末日） 
2,439,363,482 10,188 

 
第２会計年度末 

（2020年９月末日） 
2,826,537,711 9,684 

 第３会計年度末 
（2021年９月末日） 

2,958,332,496 12,082 

 第４会計年度末 
（2022年９月末日） 

1,405,678,018 10,470 

 
第５会計年度末 

（2023年９月末日） 922,950,254 11,364 

 
第６会計年度末 

（2024年９月末日） 805,699,750 13,116 

 2023年10月末日 907,533,585 11,175 

 11月末日 961,724,378 11,842 

 12月末日 949,945,031 12,095 

 2024年１月末日 903,966,606 12,215 

 ２月末日 918,591,085 12,549 

 ３月末日 943,404,324 12,888 

 ４月末日 905,264,654 12,407 

 ５月末日 954,796,231 12,633 

 ６月末日 732,415,917 13,025 

 ７月末日 789,575,997 12,854 

 ８月末日 794,696,103 12,937 

 ９月末日 805,699,750 13,116 

 

（２）分配の推移 

 該当事項なし。 
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（３）販売及び買戻しの実績 

 下記会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記会計年度末日現在の発行済口数は、

以下のとおりです。 

 

＜米ドル（年１回）クラス＞ 

会計年度 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 3,189,201.079 
(3,189,201.079) 

115,414.438 
(115,414.438) 

3,073,786.641 
(3,073,786.641) 

第２会計年度 
504,475.715 

(504,475.715) 
1,207,306.999 

(1,207,306.999) 
2,370,955.357 

(2,370,955.357) 

第３会計年度 
1,799,154.674 

(1,799,154.674) 
1,629,067.634 

(1,629,067.634) 
2,541,042.397 

(2,541,042.397) 

第４会計年度 
1,035,084.011 

(1,035,084.011) 
1,810,684.759 

(1,810,684.759) 
1,765,441.649 

(1,765,441.649) 

第５会計年度 
8,397.950 
(8,397.950) 

736,465.950 
(736,465.950) 

1,037,373.649 
(1,037,373.649) 

第６会計年度 376,471.610 
(376,471.610) 

277,331.061 
(277,331.061) 

1,136,514.198 
(1,136,514.198) 

（注１）（ ）内の数字は、本邦内における販売口数、買戻し口数および発行済口数を表します。以下同じです。 

（注２）各年度の会計年度末（９月末日）の発行済口数は、評価日当日における取引分を計上していないため、計上の上算

出した財務書類の値とは異なる場合があります。以下同じです。 

 

＜円ヘッジ（年１回）クラス＞ 

会計年度 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 
239,435.893 

(239,435.893) 
0.000 

(0.000) 
239,435.893 

(239,435.893) 

第２会計年度 148,465.549 
(148,465.549) 

96,036.927 
(96,036.927) 

291,864.515 
(291,864.515) 

第３会計年度 143,243.745 
(143,243.745) 

190,261.581 
(190,261.581) 

244,846.679 
(244,846.679) 

第４会計年度 
42,088.079 
(42,088.079) 

152,679.891 
(152,679.891) 

134,254.867 
(134,254.867) 

第５会計年度 
3,403.062 
(3,403.062) 

56,443.960 
(56,443.960) 

81,213.969 
(81,213.969) 

第６会計年度 
12,000.941 
(12,000.941) 

31,786.627 
(31,786.627) 

61,428.283 
(61,428.283) 
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Ⅲ．ファンドの経理状況 
 

財務諸表 
 

ａ．ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められる

会計原則に準拠して作成された原文の財務書類を翻訳したものである（ただし、円換算部分を

除く。）。これは「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」第328条第５項ただし書の規定の適用によるものであ

る。 

 

ｂ．ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１

条の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるプライスウォーターハウスクーパー

ス ケイマン諸島から監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当

すると認められる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添

付されている。 

 

ｃ．ファンドの原文の財務書類は米ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な金額

について円換算額が併記されている。日本円への換算には、2025年１月31日現在における株式

会社三菱ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝154.43円）が使用されている。

なお、千円未満の金額は四捨五入されている。したがって、合計数値が一致しない場合がある。 
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独立監査人の監査報告書 

 

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジーの受託会社としての 

エムユーエフジー・ファンド・サービシズ（ケイマン）リミテッド御中 

 

 

意見 

 我々は、ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー（マルチ・ストラテジーズ・トラストの

サブ・ファンド）（以下「ファンド」という。）の投資有価証券明細表を含む、2024年９月30日現在の貸借

対照表ならびに関連注記を含む同日に終了した年度に関する運用計算書および純資産変動計算書（以下総称

して「財務書類」という。）で構成される、添付の財務書類の監査を行った。 

 

 我々の意見では、添付の財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して2024

年９月30日現在のファンドの財政状態ならびに同日に終了した年度の運用実績および純資産の変動につい

て、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

意見の根拠 

 我々は、米国において一般に公正妥当と認められる監査基準（以下「米国GAAS」という。）に準拠して監

査を行った。これらの基準の下での我々の責任については、「財務書類の監査に関する監査人の責任」の項

において詳述されている。我々は、ファンドから独立した立場で、我々の監査に関する倫理要件に従ってそ

の他の倫理的責任を果たすことを求められている。我々は、我々が入手した監査証拠が監査意見表明のため

の基礎を得るのに十分かつ適切であると判断している。 

 

財務書類に対する経営陣の責任 

 経営陣は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して財務書類の作成および適正な表

示、ならびに不正によるか誤謬によるかを問わず、重要な虚偽記載のない財務書類の作成および適正な表示

に関する内部統制の構築、実施および維持について責任を負う。 

 

 財務書類の作成にあたり、経営陣は、財務書類が発行可能となる日から１年間において、継続企業として

存続するファンドの能力について、重要な疑義を生じさせる状況または事象が全体として考慮されているか

どうかを評価することを求められる。 

 

財務書類の監査に関する監査人の責任 

 我々の監査の目的は、全体としての財務書類に、不正または誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかに

関する合理的な保証を得て、監査意見を表明することにある。合理的な保証は、高い水準の保証であるが、

米国GAASに準拠して行われる監査が重要な虚偽表示を常に発見することを保証するものではない。不正によ

る重要な虚偽表示は、共謀、偽造、意図的な欠落、不正表示または内部統制の無効化によることがあるた

め、誤謬による重要な虚偽表示に比べて発見できないリスクはより高い。虚偽表示は、個別にまたは集計す

ると、財務書類に基づき合理的な利用者が行う決定に影響を及ぼす可能性が高い場合に、重要性があると判

断される。 
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我々は、米国GAASに準拠して実施する監査において： 

 

・ 監査を通じて職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持する。 

・ 不正または誤謬による財務書類の重要な虚偽表示リスクを識別、評価し、当該リスクに対応した監

査手続きを立案および実施する。かかる手続きには、財務書類の金額および開示に関する証拠の試

査による検証も含まれる。 

・ 状況に応じて適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を理解する。ただし、こ

れはファンドの内部統制の有効性に対する意見を表明するためではない。したがって、当該意見の

表明はない。 

・ 使用される会計方針の適切性および経営陣が行った重要な会計上の見積りの合理性を評価し、財務

書類全体の表示を評価する。 

・ 合理的な期間において継続企業として存続するファンドの能力について、重要な疑義を生じさせる

状況または事象が全体として考慮されているかどうかを我々の判断において結論付ける。 

 

 我々は、とりわけ計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した、監査上の重要な発見

事項および特定の内部統制関連事項について、統治責任者に報告することが求められている。 

 

プライスウォーターハウスクーパース 

2025年１月28日 
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（１）貸借対照表 

 

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー 

貸借対照表 

2024年９月30日現在 

（米ドルで表示） 

       2024年  

 注記 米ドル 千円 

資産      

投資有価証券、公正価値 

（取得価額：18,457,123米ドル） 

 

2,3 

 

23,360,295 
 

 

3,607,530 
 

現金 － 基準通貨 2 4,837,785  747,099  

ブローカーに対する債権 2 2,512,452  387,998  

投資対象売却未収金 2 97,971  15,130  

未収配当金  10,313  1,593  

その他の資産  2,542  393  

資産合計  30,821,358  4,759,742  

      

負債      

投資有価証券（ショート）、公正価値 

(手取額：6,386,732米ドル) 
 

2,3 

 

6,928,320 
 

 

1,069,940 
 

為替予約取引に係る未実現評価損 3,4 132,742  20,499  

未払管理事務代行報酬および未払受託報酬 9 21,244  3,281  

未払代行協会員報酬 9 2,897  447  

未払監査報酬  26,224  4,050  

未払保管会社報酬 9 2,703  417  

未払配当金  4,950  764  

未払販売報酬 9 40,686  6,283  

未払投資運用会社報酬 9 12,905  1,993  

未払管理会社報酬 9 2,981  460  

投資対象購入未払金 2 318,212  49,141  

未払副投資運用会社報酬 9 43,928  6,784  

その他の負債  8,134  1,256  

負債合計  7,545,926  1,165,317  

純資産  23,275,432  3,594,425  

      

発行済受益証券口数      

米ドル（年１回）クラス 5 1,136,514 口   

円ヘッジ（年１回）クラス 5 61,428 口   

受益証券１口当たり純資産価格＊      

米ドル（年１回）クラス  15.51  2,395 円 

円ヘッジ（年１回）クラス  91.96  14,201 円 
＊ 

小数第２位に四捨五入。 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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（２）損益計算書 

 

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー 

運用計算書 

2024年９月30日に終了した年度 

（米ドルで表示） 

 

      2024年 

 注記 米ドル 千円

投資収益     

受取配当金(源泉徴収税控除：73,895米ドル) 2 178,908  27,629 

受取利息 2 285,763  44,130 

その他の収益  3  0 

投資収益合計  464,674  71,760 

     

費用     

管理事務代行報酬および受託報酬 9 52,619  8,126 

代行協会員報酬 9 10,308  1,592 

監査報酬  27,963  4,318 

保管会社報酬 9 20,563  3,176 

販売報酬 9 144,306  22,285 

配当金費用  112,706  17,405 

弁護士報酬  26,851  4,147 

投資運用会社報酬 9 45,344   7,002 

管理会社報酬 9 10,308  1,592 

副投資運用会社報酬 9 154,614  23,877 

その他の報酬  29,064  4,488 

費用合計  634,646  98,008 

投資純利益／（損失）  (169,972) (26,249)

     

実現／未実現利益／（損失）：     

以下の取引に係る実現純利益／（損失）：     

 投資有価証券  1,958,997  302,528 

 為替予約取引 4 (123,126) (19,014)

 外貨換算  1,116  172 

未実現評価益／（評価損）の純変動：     

 投資有価証券  2,290,288  353,689 

 為替予約取引 4 (58,631) (9,054)

 外貨換算  (4,152) (641)

投資対象、デリバティブおよび外貨換算 
に係る純利益／（損失） 

 4,064,492  627,679 

運用による純資産の純増加／（減少）  3,894,520  601,431 

 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー 

純資産変動計算書 

2024年９月30日に終了した年度 

（米ドルで表示） 

 

      2024年 

  米ドル 千円

運用による純資産の純増加／（減少）：     

投資純利益／（損失）  (169,972) (26,249)

投資対象、デリバティブおよび外貨換算に係る 

実現純利益／（損失） 
 1,836,987  283,686 

投資対象、デリバティブおよび外貨換算に係る 

未実現評価益／（評価損）の純変動 
 2,227,505  343,994 

運用による純資産の純増加／（減少）  3,894,520  601,431 

     

資本取引による純増加／（減少）：     

申込み     

 米ドル（年１回）クラス  5,609,544  866,282 

 円ヘッジ（年１回）クラス  998,471  154,194 

買戻し     

 米ドル（年１回）クラス  (3,922,283) (605,718)

 円ヘッジ（年１回）クラス  (2,619,681) (404,557)

資本取引による純資産の純増加／（減少）  66,051  10,200 

     

純資産の純増加／（減少）  3,960,571  611,631 

期首現在純資産  19,314,861  2,982,794 

期末現在純資産  23,275,432  3,594,425 

 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー 

財務書類に対する注記 

2024年９月30日に終了した年度 

 

1. 組織 

 

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー（マルチ・ストラテジーズ・トラストのサ

ブ・ファンド）（以下「ファンド」という。）は、ケイマン諸島の法律に基づき設立されたオープ

ン・エンド型のケイマン諸島の免除ユニット・トラストであり、ケイマン諸島のミューチュアル・

ファンド法（2020年）（以下「MFA」という。）によって規制されている。MFAでは、一定の基準を

満たすオープン・エンド型のケイマン諸島のファンドがケイマン諸島金融庁（以下「CIMA」とい

う。）に登録し、CIMAが承認した法人により監査された会計書類をCIMAに提出する義務を規定して

いる。ファンドは、ミューチュアル・ファンド法（2020年）に従い、CIMAに登録済みである。エム

ユーエフジー・ファンド・サービシズ（ケイマン）リミテッド（以下「受託会社」という。）は

ファンドの受託会社である。 

 

ファンドの投資運用会社は、ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社（以下「投資運用会社」と

いう。）である。 

 

ファンドの管理会社は、ルクセンブルク三菱UFJインベスターサービス銀行S.A.（以下「管理会社」

という。）である。 

 

ファンドの副投資運用会社は、ヌビーンアセットマネジメント エルエルシー（以下「副投資運用

会社」という。）である。 

 

ファンドの投資目的は、米国の金融商品取引所に上場されている企業の株式を主要投資対象とし、

現物株式の買建て（ロング・ポジション）と売建て（ショート・ポジション）を組み合わせたロン

グ＆ショート戦略による運用を行うことで、長期的に信託財産の成長を目指すことである。 

 

2. 重要な会計方針 

 

ファンドが従う重要な会計方針は以下のとおりである。 

 

表示の基礎 

財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則（以下「米国GAAP」という。）に

準拠して作成される。ファンドは投資会社であり、財務会計基準審議会（以下「FASB」という。）

の会計基準編纂書（以下「ASC」という。)Topic 946の会計および報告指針に従う。 

 

外貨 

ファンドの帳簿および記録は、ファンドの機能通貨および報告通貨である米ドルで維持される。機

能通貨建て以外の通貨建て資産および負債は、期末の直物為替相場を使用して機能通貨相当額に換

算される一方、収益および費用は、日々の直物為替相場で換算される。ファンドは、投資に対する
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外国為替レートの変動から生じる運用実績の部分を、保有する有価証券の市場価格の変動から生じ

る変動と分離していない。このような変動は、投資対象から生じる実現および未実現純損益に含ま

れる。 

 

報告上の実現外貨換算純損益は、外貨の売却、証券取引の取引日と決済日の間の実現為替損益、な

らびにファンドの帳簿に計上された利息および／または分配金の金額がある場合に、実際に受け

取ったまたは支払った金額の機能通貨相当額との差額から生じる。未実現外貨換算の評価益または

評価損の純額は、期末現在の投資対象を除く、為替レートの変動による資産および負債の公正価値

の変動から生じる。 

 

見積りの使用 

米国GAAPに準拠した本財務書類の作成において、経営陣は、財務書類および添付の注記の金額に影

響のある見積りおよび仮定を行うことが要求される。経営陣は、財務書類の作成に当たって利用さ

れた見積りは合理的であると考えているが、実際の結果はこれらの見積りとは異なることがある。 

 

現金および現金同等物 

現金および現金同等物には、金融機関からの要求払い預金および当初の満期が３か月未満の利付預

金が含まれ、それらを通じてファンドは、信用リスクおよび取引相手方リスクに晒される。 

 

証券の評価 

すべての投資有価証券は、注記の「公正価値測定」に詳述されているとおり、その見積公正価値で

計上される。 

 

投資対象購入未払金／投資対象売却未収金 

投資対象の購入未払金および投資対象の売却未収金がある場合は未決済の取引を含む。 

 

ブローカーに対する債権／債務 

ブローカーに対する債権には、ファンドが支払う現金担保および／またはファンドの有価証券の空

売りに関連する委託保証金を補填するためのブローカー残高が含まれる。ファンドによるこれらの

残高の使用は制限されることがある。 

 

投資取引 

投資取引は、取引日ベースで計上される。投資取引による実現損益は、個別法に基づいて計算され

る。 

 

空売り（ショート）投資有価証券、公正価値 

空売りとは、ファンドが所有していない証券を売却する取引のことである。空売りについて受け

取った手取金は負債に計上され、ファンドは受け取った手取金と未決済のショート・ポジションの

価値との差額を限度として未実現損益を計上する。ファンドはショート・ポジションがクローズし

た時点で実現損益を計上する。ファンドは証券の空売りから生じる一定の固有のリスクにさらされ

ている。これらの証券を取得するためのファンドの最終的な費用は、本財務書類に反映されている

負債を上回る可能性がある。ファンドは、2024年９月30日現在、相殺するのに十分なロング・ポジ
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ションを保有している限り、このリスクにさらされない。 

 

投資収益 

受取配当金は、分配落ち日に認識される。受取利息は、発生主義で認識される。購入した証券の割

引額およびプレミアム額は、それぞれの証券の存続期間にわたって実効金利法を用いて増加および

償却される。外国投資収益に係る源泉徴収税がある場合には、発生主義に基づき計上され、関連す

る収益について純額ベースで計上される。源泉徴収税は、収益源の管轄域における規則および現行

税率に対する経営陣の見解に従って認識される。 

 

為替予約取引 

ファンドは、為替リスクを相殺するために為替予約取引を締結する。為替予約取引を締結する場合、

ファンドは合意した将来の期日に、合意した価格で一定量の外貨を受け取る、または引き渡すこと

に合意する。ファンドの当該契約の未実現評価益または評価損は、契約締結日の先渡為替レートと

報告日の先渡為替レートとの差額で測定され、貸借対照表に含まれる。実現および未実現損益の変

動は、運用計算書に含まれる。これらの商品は、貸借対照表上で認識された金額を超過する市場リ

スク、信用リスクまたは双方の種類のリスクを伴う。リスクは、取引相手方が契約条件を履行でき

ない可能性や、通貨および証券の価値や金利の変動から生じる。 

 

資産および負債の相殺 

ファンドは、相殺の権利に関する基準が満たされている場合であっても、同一の取引相手方と同一

のマスター・ネッティング契約のもと、総額ベースで実行される店頭デリバティブを提示している。

マスター・ネッティング契約に基づき受領され、支払われた現金担保に関して認識された金額の詳

細については、「デリバティブ商品」の注記を参照のこと。 

 

受益者への分配 

ファンドの受益者への分配がある場合は、分配落ち日に計上される。 

 

買戻未払金 

取消不能買戻通知において受益者の請求した金額が確定した時点で、買戻し（もしあれば）は負債

に認識される。 

 

法人税 

現在、ケイマン諸島では、所得税、資本移転税またはキャピタル・ゲイン税は課されない。ファン

ドは各投資に関して、その投資が行われる税務法域において、その投資が所得税、法人税、または

その他の税金の対象となるか否かを検討する。経営陣は税法および規則ならびに期末現在のファン

ドへの適用を分析し、ファンドの財務書類に税金負債の認識を必要とする不確実な税務ポジション

は存在しないと考えている。ファンドは、通常、過去の３会計年度について主要な税務当局による

所得税の調査の対象である。2024年９月30日現在、ファンドに関して調査中のものはない。 

 

3. 公正価値測定 

 

公正価値インプットのヒエラルキー 

ファンドの経営陣は、ファンドの投資対象の公正価値を経常的に測定するために様々な方法を採用
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している。米国GAAPは、公正価値を測定するのに用いられた評価技法についてのインプットに優先

順位を付けるヒエラルキーを確立している。インプットの３つのレベルは次のとおりである。 

 

・レベル１： 活発な市場における同一の資産または負債の未調整の相場価格。 

・レベル２： レベル１に含まれる、直接的または間接的に観察可能な資産または負債の相

場価格以外の観察可能なインプット。これらのインプットには、活発でない

市場における同一商品の相場価格、類似商品の価格、金利、期限前償還率、

信用リスク、イールドカーブ、デフォルト率、および類似データが含まれる

場合がある。 

・レベル３： 観察可能なインプットが入手できない限りにおいて、資産または負債の観察

不能なインプット。これは市場参加者が資産または負債を評価するのに使用

するであろう仮定で、入手可能な最良の情報に基づく仮定についてのファン

ド自らの仮定を表す。 

 

観察可能なインプットの入手可能性は、金融商品ごとに異なるもので、例えば、金融商品の種類で

当該金融商品が新規であり、市場において未確立であるか否か、市場の流動性、および当該金融商

品に特有のその他の特性を含む幅広い様々な要因の影響を受ける。評価が、市場において観察可能

とはいえない、または観察不能なモデルやインプットに基づく限りにおいて、公正価値の決定には

より多くの判断を必要とする。したがって、公正価値の決定において行使される判断の度合いは、

レベル３に分類された商品について最も大きくなる。 

 

公正価値測定に使用されるインプットは、公正価値ヒエラルキーの異なるレベルに分類される。こ

のような場合、開示目的上の公正価値測定が、その全体に該当する範囲の公正価値ヒエラルキーの

レベルは、公正価値測定全体に対して重要である最も低いレベルのインプットに基づき決定される。 

 

公正価値測定 

経常的に公正価値で測定されるファンドの主要な資産および負債のカテゴリーに適用される評価技

法の説明は以下のとおりである。 

 

普通株式 

国内の証券取引所で取引される証券は、評価日の終値で表示される。これらの証券が活発に取引さ

れており、評価調整が適用されていない限り、公正価値ヒエラルキーのレベル１に分類される。活

発でない市場で取引される証券または類似商品を参照して評価される証券は、通常、公正価値ヒエ

ラルキーのレベル２に分類される。 

 

為替予約取引 

為替予約取引は、当該日の原通貨の実勢先渡為替レートに基づき評価され、通常、公正価値ヒエラ

ルキーのレベル２に分類される。 

 

以下の表は、2024年９月30日現在、公正価値ヒエラルキーレベルによるファンドの投資対象の評価

額の概要である。 
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

米ドル 米ドル 米ドル 米ドル 

資産 

金融商品 

普通株式 23,360,295 － － 23,360,295 

合計 23,360,295 － － 23,360,295 

 

負債 

金融商品 

普通株式 (6,928,320) － － (6,928,320) 

合計 (6,928,320) － － (6,928,320) 

 

負債 

デリバティブ商品 

為替予約取引 － (132,742) － (132,742) 

合計 － (132,742) － (132,742) 

 

投資対象の詳細については、投資有価証券明細表を参照のこと。 

 

4. デリバティブ商品 

 

以下の開示内容は、貸借対照表上のファンドのデリバティブ商品の計上箇所と公正価値、および運

用計算書への影響について、デリバティブ契約の種類と関連リスク・エクスポージャーごとに分類

し、特定したものである。 

 

2024年９月30日現在、貸借対照表には以下の金融デリバティブ商品の公正価値が含まれる。 

 

デリバティブの種類 リスクの分類 
貸借対照表上 

の項目 
資産の公正価値 

米ドル 
負債の公正価値 

米ドル 

為替予約取引 外貨 
為替予約取引に係る 

未実現評価益／（評価損） 
－ (132,742) 

 

デリバティブ商品は、2024年９月30日に終了した年度の運用計算書において以下の影響を有した。 

 

運用計算書上の項目 

デリバティブの種類 リスクの分類 
実現純利益／（損失） 

米ドル 

未実現評価益／（評価損） 
の純変動 
米ドル 

為替予約取引 外貨 (123,126) (58,631)

 

当期中の未決済のデリバティブ契約数の目安として、四半期ごとの平均想定元本を表示している。

経営陣は、これにより当期中のファンドのデリバティブ取引量を正確に反映したものが財務書類の

利用者に提供されると判断している。 
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デリバティブの種類 リスクの分類  
四半期 

平均想定元本 
米ドル 

資産    

デリバティブ商品    

為替予約取引 外貨  2,026,548 

    

負債    

デリバティブ商品    

為替予約取引 外貨  4,571,283 

 

マスター・ネッティング契約 

ファンドは特定の取引相手方との強制力のあるマスター・ネッティング契約またはネッティング契

約の対象である。これらの契約は、特定の取引の条件を規定するとともに、あらかじめ設定された

エクスポージャーレベルにおいて、相殺メカニズムや担保差し入れの取決めを規定することにより、

関連する取引に付随する相手方リスクを軽減する。種類の異なる取引は、仕組みが異なり、時に特

定の相手方組織の別の法人から取引されることもあるため、各種取引は異なるマスター・ネッティ

ング契約によってカバーされ、その結果、単一の取引相手方と複数の契約が必要となる可能性があ

る。マスター・ネッティング契約は、異なる資産タイプごとに固有のものではない場合があり、そ

のような場合、契約によりファンドは、債務不履行時に、取引相手方との単一の契約に基づいて管

理される一部もしくはすべての取引を完了させ、特定の取引相手方に対するエクスポージャーの合

計を相殺することが認められている。担保または証拠金要件は、ブローカーまたは上場デリバティ

ブの取引所の清算機関により設定されるが、店頭取引デリバティブの担保条件は個別契約である。

担保または証拠金要件は、デリバティブまたは投資の種類によって異なるが、該当する場合、ファ

ンドは、通常、担保として差し入れられた現金を受け取るか（再担保設定の権利）、または取引相

手方の債務不履行時にファンドが当該担保を支配することができるように三者契約に基づく当該担

保を第三者の保管会社に差し入れることに同意する。 

 

ISDA契約は、ファンドが締結した店頭デリバティブ取引を規定し、取引相手方を選定するものであ

る。ISDA契約は、一般的な義務、表明、合意、担保および債務不履行または終了に関する規定を維

持する。ファンドの店頭デリバティブに関する別々に区別されたISDA契約に基づき、ファンドが取

引相手方と正味負債ポジションにある場合、ファンドはデリバティブにかかる担保の差し入れを要

求されることがある。さらに、ファンドがその契約のために十分な資産担保率を維持できない場合、

取引相手方は直ちにデリバティブ契約を終了することがある。早期終了の選択は財務書類にとって

重大となりうる。限定的な状況において、ISDA契約は、あらかじめ定めた水準よりも取引相手方の

信用の質が低下した場合、既存の日々のエクスポージャーの補償範囲を超え、さらに取引相手方の

プロテクションを追加する追加的な規定を含める場合がある。これらの金額（もしあれば）は、第

三者の保管会社で分別することができる。 

 

期末時点の店頭デリバティブ商品の公正価値総額、相殺可能な金額、受領または差し入れ担保、お

よび商品別のエクスポージャー純額は、以下の表に開示される。 
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貸借対照表上

の相殺総額 

 

貸借対照表上 

に表示される 

純負債額 

貸借対照表上で 

相殺されない金額 
 

 

 

純額 

 

デリバティブ負債： 

金融商品 

認識済の 

負債総額 

 

金融商品 

 

現金担保 

 

 

A 
米ドル 

B 
米ドル 

C=A-B 
米ドル 

D(i) 
米ドル 

D(ii) 
米ドル 

E=C-D 
米ドル 

取引相手方 

ルクセンブルク三菱UFJ 

インベスターサービス 

銀行S.A.１ 

(132,742) － (132,742) － － (132,742) 

合計 (132,742) － (132,742) － － (132,742) 

   １ 受託会社、管理事務代行会社および保管会社の関連当事者 

 

5. 受益証券 

 

各受益証券は、ファンドの各クラスの不可分の受益権を表章しており、その結果、ファンドの終了

時に受益者に支払われる金額は、当該クラスに帰属する純資産価額の持分をその時に発行済のすべ

てのクラス受益証券で除したものに等しい。受益証券の申込みおよび買戻しは、通常、銀行が取引

のために開いている各日に行うことができる。受託会社は、期間中の全部または一部において、純

資産価額および／もしくは受益証券１口当たり純資産価格の決定、ならびに／またはファンドの受

益証券の発行および／もしくは買戻しならびに／または買戻金の支払いを停止することができる。

ファンドは以下のクラスを有する。米ドル（年１回）クラスおよび円ヘッジ（年１回）クラス。米

ドル（年１回）クラスは米ドル建て、円ヘッジ（年１回）クラスは円建てで、米ドルに対してヘッ

ジされる。 

 

両方の受益証券クラスは、ヘッジがないクラスに関して為替ヘッジが採用されないことを除き同一

である。為替ヘッジに帰属する損益は、円ヘッジのクラスにのみ適用される。 

 

 

米ドル（年１回）クラス 
口数 

円ヘッジ（年１回）クラス 
口数 

2023年９月30日現在の口数 1,037,374 81,214 

申込み 376,472 12,001 

買戻し (277,332) (31,787)

2024年９月30日現在の口数 1,136,514 61,428 

 

6. 主要リスク 

 

通常の業務過程においてファンドが行う投資には、市場の変動または取引相手方の契約不履行もし

くは契約を履行できないことによる潜在的な損失のリスクが存在する。主要リスクの内容は以下の

とおりである。 

 

市場リスク 

市場リスクは主として、保有する証券および金融商品の将来の価格に関する不確実性から生じる。

価格変動に直面した際に、市場ポジションを保有することによってファンドが被る可能性のある潜

在的な損失を表すものである。ファンドの投資運用者は、ファンドの投資目的に従いつつ、特定の

国々または産業セクターに関連するリスクを最小限にするために、ポートフォリオの資産配分を検
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討する。市場リスクは、原証券および金融商品の価値に実質的に依拠しておいり、金利および外国

為替レートのボラティリティや変動といった市場要因の影響を受ける。 

 

外国通貨リスク 

ファンドは、ファンドの機能通貨以外の通貨建て資産および負債を保有する。したがって、ファン

ドは、その他の通貨建て資産および負債の価値が為替レートの変動により上下することから、通貨

リスクにさらされる。 

 

金利リスク 

一般的に、ファンドが間接的に保有する債券の通貨建ての金利水準が上昇（または下降）した場合、

債券価格は下落（または上昇）し、その結果、１口当たりの純資産価格が変動する可能性がある。

残存期間が長いほど金利の変動による債券価格の変動は大きくなる。また、ハイイールド債券は、

市場環境、発行体の業績および他の要因など、投資環境が変化した場合に価格が大きく変動し、１

口当たり純資産価格が変動する。残存期間は債券価格の潜在的な変動性を測るためによく使われる。

残存期間の長い債券は金利変動の影響を受けやすく、残存期間の短い債券よりも変動しやすい。支

払スケジュールが不透明な債券や期限前償還が可能な債券の残存期間は、特定の金利環境下で変動

したり長くなったりする可能性があり、市場価値はより変動しやすくなる。 

 

株式リスク 

株式リスクとは、一般的な市況、政治的またはマクロ経済的な要因などによって株式の市場価値が

下落する可能性があるリスクをいう。さらに、関連産業や業種に影響を与える特定の要因によって、

株式の価値が下落する可能性もある。持分証券および持分関連投資は、一般的に確定利付証券より

も市場価格の変動性が大きい。 

 

流動性リスク 

流動性リスクとは、ファンドが支払期限が到来した時点でその債務を全額決済するための十分な現

金資金を調達することができない、または実質的に不利な条件でしか決済できないリスクをいう。

非流動性証券は、同等のより流動性の高い投資対象から割り引かれて取引される可能性があり、時

価の大幅な変動にさらされる可能性がある。ファンドは流動性の低い証券を正確に評価することが

困難な場合がある。また、ファンドは、好ましい時点もしくは価格で、またはファンドが現在評価

している価格に近い価格で、流動性の低い証券を容易に売却することができない場合がある。ファ

ンドの証券の流動性が制限または低くされている場合、受益証券の発行および買戻しを制限する必

要がある。 

 

信用リスクおよび取引相手方リスク 

ファンドは取引相手方との取引に対する信用リスクにさらされており、決済不履行のリスクも負っ

ている。ファンドは、債券の発行体もしくは保証人、またはデリバティブ商品契約の取引相手方が、

期日内に元本および／または金利の支払いを行うことができない、または支払う意思がない場合、

損失を被る、さもなければその債務を負う可能性がある。証券は、しばしば信用格付けに反映され

る様々な程度の信用リスクにさらされる。 
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買戻しリスク 

ファンドに大量の買戻しが発生することがあり、折悪くまたは損失もしくは低迷している価値で

ファンドに資産を売却させることがある。買戻しリスクは、１名以上の受益者がファンドの受益証

券の大部分の割合を支配している、投資期間が短い、または予測不可能なキャッシュ・フローの必

要性がある場合に、より大きくなる。さらに、下落期間中または流動性の低い市場において買戻し

リスクは高まる。大量の買戻しは、ファンドのパフォーマンスに悪影響を及ぼすことがある。 

 

集中リスク 

ファンドには、ファンドの純資産の100.00％を所有する１名の受益者がいる。受益者はファンドの

関連当事者である。 

 

2024年９月30日現在、すべての投資有価証券は米国に集中していた。 

 

7. 為替レート 

 

2024年９月30日現在、ファンドの機能通貨以外の通貨建て資産および負債の換算には、以下の為替

レート（対ファンドの機能通貨）が使用された。 

 

JPY 日本円 0.0070

 

8. コミットメントおよび偶発事象 

 

2024年９月30日現在、保証はなかった。2024年９月30日現在、ファンドは様々な補償を含む契約を

有していた。当該契約に基づくファンドの最大エクスポージャーは不明である。しかしながら、

ファンドはこれらの契約に基づく請求または損失を有しておらず、損失リスクはごく僅かであると

予想している。ファンドの経営陣は、いかなる偶発債務も認識していない。 

 

9. 報酬および費用 

 

以下の報酬および費用は、関連当事者取引とみなされる。 

 

管理事務代行報酬および受託報酬 

管理事務代行会社は、以下に記載された報酬をファンドから受領する権利を有する。最低月次報酬

は、受益証券２クラスまで3,000米ドルである。受益証券クラスの追加は、受益証券クラスごとに最

低月次報酬が500米ドル増加する予定である。 

 

純資産価額（米ドル） 年率 

１億米ドルまでの部分に対して 0.070％ 

１億米ドル超５億米ドルまでの部分に対して 0.065％ 

５億米ドル超の部分に対して 0.060％ 

 

受託会社は、ファンドからファンドの純資産価額の年率0.01％の報酬を受領する権利を有する。た
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だし、最低年次報酬は、10,000米ドルである。 

 

また、管理事務代行会社および受託会社は、立替費用および財務書類作成費用、FATCA費用ならびに

その他の業務に対する対価を受領する権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の管理事務代行報酬および受託報酬ならびに貸借対照表の未払管理事

務代行報酬および未払受託報酬として反映される。 

 

投資運用会社報酬 

投資運用会社は、ファンドからファンドの純資産価額の年率0.22％の報酬を受領する権利を有する。 

 

また、投資運用会社は、ファンドの資産から合理的な立替費用および現金支払費用の対価を受領す

る権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の投資運用会社報酬および貸借対照表の未払投資運用会社報酬として

反映される。 

 

副投資運用会社報酬 

副投資運用会社は、ファンドからファンドの純資産価額の年率0.75％の報酬を受領する権利を有す

る。 

また、副投資運用会社は、ファンドの資産から合理的な立替費用および現金支払費用の対価を受領

する権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の副投資運用会社報酬および貸借対照表の未払副投資運用会社報酬と

して反映される。 

 

管理会社報酬 

管理会社は、ファンドからファンドの純資産価額の年率0.05％の報酬を受領する権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の管理会社報酬および貸借対照表の未払管理会社報酬として反映され

る。 

 

販売報酬 

販売会社は、年率0.70％の報酬を受領する権利を有し、かかる報酬は、関連する評価日の直前の

ファンド営業日付の純資産価額に基づき各評価日に算出され、四半期毎に後払いされる。 

 

また、販売会社は、販売会社と受託会社との間の契約に基づく義務の履行において負担した一定の

経費および費用について払戻しを受ける権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の販売報酬ならびに貸借対照表の未払販売報酬として反映される。 
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代行協会員報酬 

代行協会員は、年率0.05％の報酬を受領する権利を有し、かかる報酬は、関連する評価日の直前の

ファンド営業日付の純資産価額に基づき各評価日に算出され、四半期毎に後払いされる。 

 

また、代行協会員は、代行協会員が提供する業務に関連して合理的に負担した自身の立替費用につ

いて支払いを受ける権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の代行協会員報酬ならびに貸借対照表の未払代行協会員報酬として反

映される。 

 

保管会社報酬 

保管会社は、受託会社と同一の親会社に属するため関連当事者とみなされる。保管会社は、ファン

ドから以下に記載される年間の資産保管報酬（最低月額1,500米ドル）を受領する権利を有する。 

 

市場 
年間資産保管報酬 

（ｂｐ） 
取引手数料 
米ドル 

米国 2.0 20 

 

また、保管会社は、ファンドの資産から合理的な立替費用、副保管会社費用および現金支払費用の

対価を受領する権利を有する。 

 

これらの報酬は、運用計算書の保管会社報酬および貸借対照表の未払保管会社報酬として反映され

る。 

 

10. 財務ハイライト 

 

米ドル（年１回）クラス 2024年 

 米ドル 

受益証券１口当たり運用実績  

期首現在純資産価格 12.66 

投資運用による利益／（損失）：  

投資純利益／（損失） (0.12) 

投資取引に係る実現および未実現純利益／（損失） 2.97 

投資運用による合計 2.85 

期末現在純資産価格 15.51 

トータルリターン 22.51％ 

平均純資産比率  

費用 (3.08％) 

投資純利益／（損失） (0.85％) 
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円ヘッジ（年１回）クラス 2024年 

 米ドル 

受益証券１口当たり運用実績  

期首現在純資産価格 76.15 

投資運用による利益／（損失）：  

投資純利益／（損失） (0.64) 

投資取引に係る実現および未実現純利益／（損失） 16.45 

投資運用による合計 15.81 

期末現在純資産価格 91.96 

トータルリターン 20.76％ 

平均純資産比率  

費用 (3.09％) 

投資純利益／（損失） (0.78％) 

 

受益証券１口当たり運用実績は、期中平均発行済受益証券口数を使用して算出される。受益証券１

口当たりの実現および未実現利益／（損失）の純額の計算は、ファンドの投資対象の時価の変動に

関連した資本取引のタイミングにより、運用計算書に表示されるファンドの実現および未実現純利

益／（損失）に対応していない場合がある。個々の受益者の財務ハイライトは、資本取引のタイミ

ングに基づく上記とは異なる場合がある。 

 

トータルリターンは、分配金が再投資されたものとみなして、期中の純資産価格の変動額に基づき

算出される。上記費用比率および収益率は、平均純資産を基に算出される。平均純資産に対する投

資純利益／（損失）の比率は、ファンドの投資純利益／（損失）を含むが、投資対象、デリバティ

ブおよび外貨換算の実現および未実現純利益／（損失）は含まれない。 

 

11. 後発事象 

 

経営陣は、財務書類が発行可能となった日である2025年１月28日までに発生した事象および取引を

評価している。2024年９月30日以降、ファンドの米ドル（年１回）クラスには、743,918米ドルの申

込みおよび1,377,536米ドルの買戻しがあった。経営陣は、財務書類に調整または追加的な開示を必

要とするその他の事項はないとの認識である。 
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（３）投資有価証券明細表等 

 

ヌビーン・ダイナミックＵＳエクイティ・ストラテジー     

     

投資有価証券明細表     

2024年９月30日現在     

     

（米ドルで表示）     

  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

資産     

     

投資有価証券、公正価値     

     

普通株式     

     

アメリカ合衆国     

     

通信     

ALPHABET INC-CL A 2,750 336,912 452,048 1.94% 

META PLATFORMS INC-CLASS A 835 214,842 474,903 2.04% 

NETFLIX INC 320 109,217 225,927 0.97% 

TAKE-TWO INTERACTIVE SOFTWRE 650 102,936 99,520 0.43% 

T-MOBILE US INC 700 104,710 144,613 0.62% 

WALT DISNEY CO/THE 3,050 288,452 292,282 1.26% 

通信合計  1,157,069 1,689,293 7.26% 

     

一般消費財・サービス     

AMAZON.COM INC 2,600 384,240 482,973 2.08% 

BOYD GAMING CORP 3,025 175,646 195,061 0.84% 

HOME DEPOT INC 590 210,107 236,950 1.02% 

LAS VEGAS SANDS CORP 3,900 151,414 195,780 0.84% 

LIVE NATION ENTERTAINMENT IN 2,275 218,579 247,850 1.05% 

O'REILLY AUTOMOTIVE INC 215 238,918 247,455 1.06% 

ROYAL CARIBBEAN CRUISES LTD 750 92,210 131,152 0.56% 

SKECHERS USA INC-CL A 1,725 104,623 115,722 0.50% 

STARBUCKS CORP 2,775 266,385 268,356 1.15% 

TESLA INC 690 176,509 178,194 0.77% 

TJX COMPANIES INC 1,400 104,929 164,122 0.71% 

VALVOLINE INC 4,400 181,659 183,678 0.79% 

一般消費財・サービス合計  2,305,219 2,647,293 11.37% 

     

生活必需品     

COSTCO WHOLESALE CORP 290 163,145 256,353 1.10% 

KENVUE INC 5,500 126,465 127,297 0.55% 

MONDELEZ INTERNATIONAL INC-A 2,700 194,057 197,992 0.85% 

PHILIP MORRIS INTERNATIONAL 2,200 224,768 266,596 1.14% 

WALMART INC 4,050 222,223 325,656 1.40% 

生活必需品合計  930,658 1,173,894 5.04% 

     

景気連動型消費財     

FERGUSON ENTERPRISES INC 1,150 230,873 226,118 0.97% 

景気連動型消費財合計  230,873 226,118 0.97% 

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

資産（つづき）     

     

投資有価証券、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

景気非連動型消費財     

ELANCO ANIMAL HEALTH INC 8,100 124,385 118,948 0.51% 

EXELIXIS INC 6,300 129,572 162,477 0.70% 

景気非連動型消費財合計  253,957 281,425 1.21% 

     

エネルギー     

CHENIERE ENERGY INC 1,125 189,981 201,432 0.87% 

CONOCOPHILLIPS 1,950 188,181 204,274 0.88% 

EXXON MOBIL CORP 2,700 261,394 315,059 1.35% 

PERMIAN RESOURCES CORP 13,500 182,989 182,655 0.78% 

エネルギー合計  822,545 903,420 3.88% 

     

金融     

AMERICAN EXPRESS CO 1,075 238,097 289,471 1.24% 

AMERIPRISE FINANCIAL INC 565 196,294 263,137 1.13% 

ARCH CAPITAL GROUP LTD 1,650 135,124 183,760 0.79% 

CITIGROUP INC 3,450 191,785 214,590 0.92% 

COUSINS PROPERTIES INC 4,975 118,704 145,892 0.63% 

FIFTH THIRD BANCORP 5,825 178,149 248,456 1.07% 

INTERCONTINENTAL EXCHANGE IN 900 123,652 143,928 0.62% 

JPMORGAN CHASE & CO 900 120,100 188,352 0.81% 

M & T BANK CORP 1,375 214,405 242,825 1.04% 

NASDAQ INC 3,400 193,079 246,636 1.06% 

金融合計  1,709,389 2,167,047 9.31% 

     

ヘルスケア     

AMGEN INC 515 169,119 165,068 0.71% 

BIOMARIN PHARMACEUTICAL INC 2,750 229,565 192,890 0.83% 

BOSTON SCIENTIFIC CORP 3,400 192,550 282,776 1.20% 

BRISTOL-MYERS SQUIBB CO 5,275 255,688 272,075 1.17% 

ELEVANCE HEALTH INC 280 118,738 145,284 0.62% 

ELI LILLY & CO 330 220,822 290,529 1.25% 

REGENERON PHARMACEUTICALS 135 151,459 141,618 0.61% 

SAREPTA THERAPEUTICS INC 1,350 150,293 168,210 0.72% 

STRYKER CORP 745 213,495 267,019 1.15% 

UNITEDHEALTH GROUP INC 575 260,761 334,859 1.44% 

ヘルスケア合計  1,962,490 2,260,328 9.70% 

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

資産（つづき）     

     

投資有価証券、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

資本財・サービス     

AECOM 2,350 211,275 240,887 1.04% 

AMETEK INC 775 131,564 132,021 0.57% 

EATON CORP PLC 685 153,085 224,379 0.96% 

FLOWSERVE CORP 4,500 157,468 230,873 0.99% 

HONEYWELL INTERNATIONAL INC 1,335 277,432 274,421 1.18% 

HUBBELL INC 570 170,956 243,625 1.05% 

NVENT ELECTRIC PLC 3,625 234,062 252,403 1.08% 

PARKER HANNIFIN CORP 230 126,734 143,658 0.62% 

SMURFIT WESTROCK PLC 4,300 197,098 212,527 0.91% 

TRANE TECHNOLOGIES PLC 585 147,959 224,816 0.97% 

VERALTO CORP 2,224 190,439 246,864 1.06% 

VONTIER CORP 7,150 283,280 240,757 1.03% 

WABTEC CORP 1,365 154,646 246,393 1.05% 

資本財・サービス合計  2,435,998 2,913,624 12.51% 

     

材料     

CELANESE CORP 975 133,665 132,751 0.57% 

CORTEVA INC 3,825 210,822 223,196 0.96% 

DUPONT DE NEMOURS INC 2,775 192,074 245,677 1.05% 

LINDE PLC 475 163,849 226,029 0.98% 

材料合計  700,410 827,653 3.56% 

     

不動産     

CROWN CASTLE INC 1,125 121,006 132,193 0.57% 

PROLOGIS INC 1,800 223,634 225,471 0.97% 

不動産合計  344,640 357,664 1.54% 

     

テクノロジー     

ANALOG DEVICES INC 1,175 258,370 267,681 1.15% 

APPLE INC 5,150 768,373 1,193,459 5.13% 

APPLIED MATERIALS INC 735 101,108 146,779 0.63% 

ARISTA NETWORKS INC 690 216,401 263,516 1.13% 

BROADCOM INC 2,875 297,386 491,017 2.11% 

FISERV INC 1,525 179,995 272,767 1.17% 

MASTERCARD INC-A 370 136,441 181,952 0.78% 

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

資産（つづき）     

     

投資有価証券、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

テクノロジー（つづき）     

MICRON TECHNOLOGY INC 2,550 203,897 263,196 1.13% 

MICROSOFT CORP 2,775 799,125 1,184,697 5.09% 

NVIDIA CORP 8,150 404,421 979,546 4.21% 

ORACLE CORP 1,700 171,136 287,050 1.23% 

PALO ALTO NETWORKS INC 760 202,953 258,153 1.12% 

PTC INC 1,325 232,143 238,831 1.03% 

S&P GLOBAL INC 475 191,459 243,765 1.05% 

SALESFORCE INC 750 190,699 203,475 0.87% 

SERVICENOW INC 200 129,461 177,273 0.76% 

VEEVA SYSTEMS INC-CLASS A 1,065 241,800 222,828 0.96% 

VERISK ANALYTICS INC 885 194,746 236,397 1.01% 

テクノロジー合計  4,919,914 7,112,382 30.56% 

     

公益事業     

ALLIANT ENERGY CORP 3,900 216,072 236,072 1.01% 

NEXTERA ENERGY INC 3,450 248,096 290,830 1.25% 

SOUTHERN CO/THE 1,600 139,477 143,672 0.62% 

VISTRA CORP 1,100 80,316 129,580 0.56% 

公益事業合計  683,961 800,154 3.44% 

     

アメリカ合衆国合計  18,457,123 23,360,295 100.35% 

     

普通株式合計  18,457,123 23,360,295 100.35% 

     

投資有価証券合計、公正価値  18,457,123 23,360,295 100.35% 

  
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

負債     

     

投資有価証券（ショート）、公正価値     

     

普通株式     

     

アメリカ合衆国     

     

通信     

AIRBNB INC-CLASS A (500) (70,477) (63,165) (0.27%)

DOORDASH INC-A (475) (52,975) (67,326) (0.29%)

INTERPUBLIC GROUP OF COS INC (2,300) (72,478) (72,478) (0.31%)

NEW YORK TIMES CO-A (1,400) (63,039) (77,630) (0.33%)

ZILLOW GROUP INC-C (1,050) (48,048) (66,654) (0.29%)

通信合計  (307,017) (347,253) (1.49%)

     

一般消費財・サービス     

BEST BUY CO INC (675) (53,284) (69,465) (0.30%)

DICK'S SPORTING GOODS INC (350) (72,601) (72,152) (0.31%)

FORTUNE BRANDS INNOVATIONS I (825) (59,284) (73,247) (0.31%)

POOL CORP (200) (73,200) (74,764) (0.32%)

TRACTOR SUPPLY COMPANY (250) (66,417) (72,085) (0.31%)

YUM! BRANDS INC (500) (65,941) (69,445) (0.30%)

一般消費財・サービス合計  (390,727) (431,158) (1.85%)

     

生活必需品     

COLGATE-PALMOLIVE CO (500) (52,562) (51,823) (0.22%)

KIMBERLY-CLARK CORP (450) (62,053) (63,992) (0.27%)

KROGER CO (1,200) (55,900) (68,424) (0.30%)

MOLSON COORS BEVERAGE CO-B (1,425) (79,971) (81,973) (0.35%)

TARGET CORP (325) (49,953) (50,408) (0.22%)

生活必需品合計  (300,439) (316,620) (1.36%)

     

景気連動型消費財     

CHURCHILL DOWNS INC (550) (68,108) (74,167) (0.32%)

LEGGETT & PLATT INC (6,200) (123,287) (84,444) (0.36%)

TEMPUR SEALY INTERNATIONAL I (1,500) (61,856) (81,495) (0.35%)

THOR INDUSTRIES INC (750) (76,005) (82,193) (0.35%)

景気連動型消費財合計  (329,256) (322,299) (1.38%)

     

景気非連動型消費財     

PILGRIM'S PRIDE CORP (1,725) (75,472) (78,953) (0.34%)

QIAGEN N.V. (1,575) (75,965) (71,214) (0.31%)

景気非連動型消費財合計  (151,437) (150,167) (0.65%)

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

負債（つづき）     

     

投資有価証券（ショート）、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

エネルギー     

EQT CORP (2,075) (75,633) (76,277) (0.33%)

PHILLIPS 66 (450) (60,668) (58,820) (0.25%)

WILLIAMS COS INC (1,300) (42,026) (59,085) (0.25%)

エネルギー合計  (178,327) (194,182) (0.83%)

     

金融     

AFLAC INC (550) (45,478) (61,171) (0.26%)

CAPITAL ONE FINANCIAL CORP (425) (49,982) (63,117) (0.27%)

CHUBB LTD (140) (35,262) (40,179) (0.17%)

CUBESMART (1,475) (61,457) (78,544) (0.34%)

KEYCORP (4,200) (65,924) (69,783) (0.30%)

PRINCIPAL FINANCIAL GROUP (850) (65,132) (72,726) (0.31%)

PRUDENTIAL FINANCIAL INC (525) (52,670) (63,074) (0.27%)

REALTY INCOME CORP (925) (55,968) (58,117) (0.25%)

STATE STREET CORP (800) (55,837) (70,144) (0.30%)

SUN COMMUNITIES INC (500) (63,450) (67,160) (0.29%)

SYNOVUS FINANCIAL CORP (1,675) (74,789) (73,943) (0.32%)

T ROWE PRICE GROUP INC (625) (78,033) (67,681) (0.29%)

UDR INC (1,550) (67,415) (69,874) (0.30%)

金融合計  (771,397) (855,513) (3.67%)

     

ヘルスケア     

AGILENT TECHNOLOGIES INC (450) (61,265) (66,325) (0.28%)

BIO-TECHNE CORP (950) (78,839) (75,135) (0.32%)

CARDINAL HEALTH INC (600) (58,747) (66,216) (0.28%)

COOPER COS INC/THE (625) (56,996) (68,791) (0.30%)

CVS HEALTH CORP (875) (49,302) (55,072) (0.24%)

HOLOGIC INC (850) (59,447) (68,629) (0.29%)

IDEXX LABORATORIES INC (125) (67,455) (62,700) (0.27%)

IQVIA HOLDINGS INC (265) (56,404) (62,340) (0.27%)

LABCORP HOLDINGS INC (325) (70,336) (72,417) (0.31%)

MASIMO CORP (625) (79,501) (82,794) (0.36%)

QUEST DIAGNOSTICS INC (500) (65,128) (77,395) (0.33%)

REVVITY INC (565) (78,613) (71,688) (0.31%)

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

負債（つづき）     

     

投資有価証券（ショート）、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

ヘルスケア（つづき）     

SOLVENTUM CORP (1,000) (69,481) (68,925) (0.30%)

STERIS PLC (300) (61,537) (72,264) (0.31%)

WATERS CORP (210) (67,235) (75,600) (0.32%)

ヘルスケア合計  (980,286) (1,046,291) (4.49%)

     

資本財・サービス     

AGCO CORP (825) (89,854) (80,866) (0.35%)

BWX TECHNOLOGIES INC (700) (70,921) (76,517) (0.33%)

GRACO INC (825) (65,221) (72,084) (0.31%)

LANDSTAR SYSTEM INC (415) (78,191) (78,261) (0.34%)

NORFOLK SOUTHERN CORP (235) (54,668) (58,037) (0.25%)

OTIS WORLDWIDE CORP (650) (56,924) (67,288) (0.29%)

ROBERT HALF INC (1,200) (88,153) (80,982) (0.35%)

ROCKWELL AUTOMATION INC (250) (66,812) (66,627) (0.28%)

SCHNEIDER NATIONAL INC-CL B (2,750) (64,975) (78,403) (0.34%)

SITEONE LANDSCAPE SUPPLY INC (525) (74,322) (78,351) (0.34%)

SMITH (A.O.) CORP (875) (70,524) (78,558) (0.34%)

TORO CO (850) (78,179) (73,185) (0.31%)

U-HAUL HOLDING CO-NON VOTING (1,050) (59,616) (75,831) (0.32%)

資本財・サービス合計  (918,360) (964,990) (4.15%)

     

材料     

BALL CORP (1,150) (66,098) (77,665) (0.33%)

CF INDUSTRIES HOLDINGS INC (875) (69,787) (74,847) (0.32%)

ECOLAB INC (235) (51,925) (59,676) (0.26%)

INTERNATIONAL PAPER CO (1,500) (66,387) (73,410) (0.32%)

LYONDELLBASELL INDU-CL A (700) (65,618) (66,892) (0.29%)

MARTIN MARIETTA MATERIALS (125) (65,831) (67,090) (0.29%)

STEEL DYNAMICS INC (600) (68,808) (75,050) (0.32%)

材料合計  (454,454) (494,630) (2.13%)

     

不動産     

PUBLIC STORAGE (180) (50,641) (64,698) (0.27%)

不動産合計  (50,641) (64,698) (0.27%)

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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  取得価額／  

 株数 （手取額） 公正価値 純資産

  米ドル 米ドル 比率％

負債（つづき）     

     

投資有価証券（ショート）、公正価値（つづき）     

     

普通株式（つづき）     

     

アメリカ合衆国（つづき）     

     

テクノロジー     

ASPEN TECHNOLOGY INC (335) (70,272) (78,820) (0.34%)

AUTODESK INC (250) (54,037) (68,475) (0.30%)

CDW CORP/DE (300) (69,202) (67,539) (0.29%)

CLOUDFLARE INC - CLASS A (850) (70,160) (68,076) (0.29%)

COGNIZANT TECH SOLUTIONS-A (825) (54,750) (63,121) (0.27%)

CROWDSTRIKE HOLDINGS INC - A (215) (55,427) (60,111) (0.26%)

DAYFORCE INC (1,350) (82,964) (82,056) (0.35%)

ELASTIC NV (975) (94,862) (74,597) (0.32%)

ENTEGRIS INC (625) (80,334) (69,884) (0.30%)

EQUIFAX INC (215) (46,545) (62,690) (0.27%)

F5 INC (350) (55,427) (76,622) (0.33%)

GARTNER INC (125) (55,730) (62,919) (0.27%)

GLOBALFOUNDRIES INC (1,875) (92,812) (75,487) (0.33%)

JACK HENRY & ASSOCIATES INC (425) (72,011) (74,745) (0.32%)

KBR INC (1,150) (63,549) (74,658) (0.32%)

MANHATTAN ASSOCIATES INC (260) (55,651) (72,834) (0.31%)

MOODY'S CORP (105) (32,724) (49,719) (0.21%)

SKYWORKS SOLUTIONS INC (725) (73,539) (70,811) (0.31%)

TRANSUNION (700) (52,484) (72,688) (0.31%)

TYLER TECHNOLOGIES INC (120) (48,302) (69,591) (0.30%)

テクノロジー合計  (1,280,782) (1,395,443) (6.00%)

     

公益事業     

ATMOS ENERGY CORP (525) (53,411) (72,437) (0.31%)

EDISON INTERNATIONAL (750) (46,604) (64,995) (0.28%)

ENTERGY CORP (575) (66,085) (75,342) (0.32%)

NISOURCE INC (2,025) (53,406) (69,883) (0.30%)

SEMPRA (750) (54,103) (62,419) (0.27%)

公益事業合計  (273,609) (345,076) (1.48%)

     

アメリカ合衆国合計  (6,386,732) (6,928,320) (29.75%)

     

普通株式合計  (6,386,732) (6,928,320) (29.75%)

     

投資有価証券（ショート）合計、公正価値  (6,386,732) (6,928,320) (29.75%)

     

  デリバティブ商品 – 負債      

       

     未実現 純資産 

通貨売り  通貨買い 満期日 （評価損） 比率％ 

     米ドル  

為替予約取引     

米ドル 5,664,900 日本円 787,585,350 2024年10月 (132,742) (0.57%) 

為替予約取引合計   (132,742) (0.57%) 

       

デリバティブ商品–負債合計   (132,742) (0.57%) 

 
添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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≪お知らせ≫ 
 

 該当事項はありません。 
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